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明 細 書

発明の名称 ：

引張強度が 1 1 8 0 M P a以上の強度—曲げ性バランスに優れた溶融亜鉛

めっき鋼板もしくは合金化溶融亜鉛めつき鋼板

技術分野

[0001 ] 本発明は、自動車部品等に用いられる高強度でありながら加工性に優れる

という特性を備えた溶融亜鉛めつき鋼板もしくは合金化溶融亜鉛めつき鋼板

に関し、より詳 しくは、加工性の中でも特に曲げ性に優れた、引張強度が 1

8 O M P a 以上の強度—曲げ性バランスに優れた溶融亜鉛めつき鋼板もし

くは合金化溶融亜鉛めつき鋼板に関するものである。

背景技術

[0002] 近年、自動車部品などに用いられる溶融亜鉛めつき鋼板や合金化溶融亜鉛

めっき鋼板は、主に車両軽量化による燃費軽減などを目的として開発されて

いるが、併せて、高い強度、形状の複雑な骨格部品に加工するための優れた

プレス成形性も要求されている。

[0003] このため、引張強度 （T S ) が 1 1 8 O M P a 以上であって、且つ、曲げ

性 （限界曲げ半径 板厚 ：R t ) が 1 . 5 以下、更には、曲げ性が 1 . 0

以下であるという強度—曲げ性バランスに優れた溶融亜鉛めつき鋼板もしく

は合金化溶融亜鉛めつき鋼板の提供が切望されている。

[0004] このような状況を受け、種々の成分設計や組織制御の考え方に基づき、曲

げ性を改善 した溶融亜鉛めつき鋼板もしくは合金化溶融亜鉛めつき鋼板が多

数提案されているものの、引張強度に加えて曲げ性が上記要望レベルを共に

満足する特性を備えた鋼板は、確実には実現できていないのが現状である。

[0005] 例えば、特許文献 1 として、鋼板の表面から 1 0 斗mの深さまでの鋼板表

層部を体積分率で 7 0 %超のフェライ 卜相を含有する組織として軟質化 した

高強度溶融亜鉛めつき鋼板が提案されており、引張強度 9 8 0 M P a 以上の

鋼板において、 V プロック法による曲げ試験で、曲げ性 （限界曲げ半径 板



厚 ：R t ) 0 . 3 以下を確保することができている。 しか し、内部組織に

軟質なフェライ 卜を多 く含むために、引張強度は 1 1 0 0 M P a にすら達す

ることができず、優れた曲げ性を確保することはできているものの、引張強

度 1 1 8 O M P a 以上を達成することができていない。また、特許文献 1記

載の発明には、 Z n を鋼板表層部に固溶させて成形性を高めるという技術思

想は存在 していない。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：日本国特開 2 0 1 - 1 2 7 0 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 本発明は、上記従来の問題を解消せんとしてなされたもので、引張強度が

1 1 8 O M P a 以上であり、且つ、 V プロック法による曲げ試験における曲

げ性 （限界曲げ半径/ 板厚 ：R / t ) が 1 . 5 以下という強度一曲げ性バ ラ

ンスに優れた溶融亜鉛めつき鋼板もしくは合金化溶融亜鉛めつき鋼板を提供

することを課題とするものである。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明の引張強度が 1 1 8 0 M P a 以上の強度—曲げ性バ ランスに優れた

溶融亜鉛めつき鋼板もしくは合金化溶融亜鉛めつき鋼板は、質量％で、C ：

0 . 0 5 〜 0 . 3 0 %、 S i : 0 . 0 5 〜 3 . 0 %、M n ：0 . 1 〜 5 . 0

%、並びにめつき層からの固溶 Z n を含有 し、残部が鉄および不可避的不純

物からなる成分組成を有 し、 0 . 2 質量％以上のZ n が固溶 している領域が

、めっき層と鋼板の界面から母地深さ方向に5 斗m以上存在 し、めっき層と

鋼板の界面から母地深さ方向に 1 5 mでの鋼板表層部のピツカ一ス硬さが

、鋼板中央部のピツカ一ス硬さの 8 0 %以下であり、且つ、前記鋼板を構成

する金属組織のうちマルテンサイ 卜およびべィナイ 卜を除く組織が面積率で

5 %以下であることを特徴とする。



[0009] また、本発 明の溶融亜鉛め つき鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板 は

、更 に、質量％で、 M o : 0 . 0 5 〜 1 . 0 % 、 C r ：0 . 0 5 〜 1 . 0 %

、 C u ：0 . 0 5 〜 1 . 0 % 、 N i : 0 . 0 5 〜 1 . 0 % 、 B ：0 . 0 0 0

2 〜 0 . 0 0 5 0 % の 1 種 または 2 種以上 を含有 することが好 ま しい。

[001 0] また、本発 明の溶融亜鉛め つき鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板 は

、更 に、質量％で、 N b : 0 . 0 1 〜 0 . 3 % 、 T i ：0 . 0 1 〜 0 . 3 %

、 V ：0 . 0 1 〜 0 . 3 % の 1 種 または 2 種以上 を含有 することが好 ま しい

[001 1] また、本発 明の溶融亜鉛め つき鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板 は

、更 に、質量％で、 C a : 0 . 0 0 0 5 〜 0 . 0 1 % 、 M g : 0 . 0 0 0 5

〜 0 . 0 1 % 、 R E M : 0 . 0 0 0 5 〜 0 . 0 1 % の 1 種 または 2 種以上 を

含有 することが好 ま しい。

[001 2] また、本発 明の溶融亜鉛め つき鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板 は

、め っき層 と鋼板 の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 m までの鋼板表層部 に存

在するマルテ ンサイ 卜の平均結晶粒径 が、 3 m 以下であることが好 ま しい

発明の効果

[001 3] 本発 明によると、鋼板表層部 に Z n を固溶 させ ると共 に、鋼板表層部 を軟

質化 させ、更 に鋼板 を構成 する金属組織 をマルテ ンサイ 卜およびべ ィナイ 卜

を主 と した組織 とすることで、 引張強度 が 1 1 8 0 M P a 以上であ り、且つ

、 V プロック法 による曲げ試験 における曲げ性 （限界曲げ半径 板厚 ：R

t ) が 1 . 5 以下 とい う強度 —曲げ性バ ランスに優 れた溶融亜鉛め つき鋼板

も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板 を得 ることがで きる。

発明を実施するための形態

[0014] 本発 明者 らは、 引張強度 （T S ) が 1 1 8 O M P a 以上であるにかかわ ら

ず、 V プロック法 による曲げ試験 における曲げ性 （限界曲げ半径 / 板厚 ：R

t ) が 1 . 5 以下 とい う機械 的特性 を備 えた、強度 —曲げ性バ ランスに優

れた溶融亜鉛め つき鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板 を得 るため に鋭



意検 討 を行 った。

[001 5] そ の結果、 （1 ) 鋼板表層部 に溶融亜鉛 め つき層 の成分 であ る Z n を固溶

させ る ことで、変形 が集 中す る鋼板表層部 の成形性 を高め、 曲 げ性 を向上 で

きる。 （2 ) 母地 が未変態オーステナイ 卜であ る場合、母地 がそれ以外の相

であ る場合 と比較 して、溶融亜鉛 め つき層 か ら母地へ の Z n の固溶速度 が顕

著 に大 きい。 （3 ) 鋼板表層部 の ピツカ一ス硬 さを、鋼板 中央部 の ピツカ一

ス硬 さの 8 0 % 以下 とす る ことで、 曲 げ性 を改善 す る ことがで きる。 とい う

知見 を得 る ことがで きた。

[001 6] 本発 明者 らは、以上説 明 した よ うな知見 を基 に本発 明 を完成 した。本発 明

の要件 は、質量％で、 C : 0 . 0 5 〜 0 . 3 0 % 、 S i : 0 . 0 5 〜 3 . 0

% 、 M n ：0 . 1 〜 5 . 0 % を含有 し、残部 が鉄 および不可避 的不純物 か ら

な る成分組成 を有 し、 め っき層 と鋼板 の界面 か ら母地深 さ方 向 に 5 m 以上

の厚 み を有 す る鋼板表層部 において 0 . 2 質量％以上 の Z n が固溶 している

と共 に、 め っき層 と鋼板 の界面 か ら母地深 さ方 向 に 1 5 斗 m の位置 における

鋼板表層部 の ビッカース硬 さが、鋼板 中央部 の ピツカ一ス硬 さの 8 0 % 以下

であ り、且 つ、前記鋼板 を構成 す る金属組織 の うちマルテ ンサ イ 卜およびべ

ィナイ 卜を除 く組織 が面積率 で 5 % 以下であ るが、 これ ら各構成要件 を規 定

した理 由は下記 に示 す通 りであ る。

[001 7] (め っき層 と鋼板 の界面 か ら母地深 さ方 向 に 5 m 以上 の鋼板表層部 におい

て 0 . 2 質量％以上 の Z n が固溶 している）

鋼板 の表層部 は曲 げ変形 時 に変形 が集 中 し破壊 が生 じやすい部位 であ り、

この部位 の成形性 を高め る ことで曲 げ性 を大幅 に向上 させ る ことがで きる。

本発 明者 らは、 Z n を鋼飯 に固溶 させ る ことで加工硬 化能 を高め、鋼飯 の成

形性 を高め る ことがで きる ことを見 出 した。 この加工硬 化能 の上昇 は、 0 .

質量％以上 の Z n が固溶 す る ことで発現 す る。 この 0 . 2 質量％以上 の Z

n が固溶 して加工硬 化能 が上昇 した領域 が、 5 m 未満 の厚 さでは鋼板 の曲

げ性 を向上 させ るの に十分 ではない。 尚、前記鋼板表層部 に質量 4 . 5 % 以

上 の Z n が固溶 した場合、 F e との化合物 が生成 し曲 げ性 が劣化 す るため、



Z n の固溶量 は、好 ま しくは 4 . 5 質量％以下 とする。 また、め っき層 と鋼

板 の界面か ら母地深 さ方向に 5 m以上の鋼板表層部 と してお り、 この要件

では鋼板表層部 の具体的厚みは規定 しないが、実際め つき層か ら0 . 2 質量

% 以上の Z n が固溶 するのは、母地深 さ方向に 2 0 0 斗 m程度 が上限である

[001 8] (め っき層 と鋼板 の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 m での鋼板表層部 の ビッ

カース硬 さが、母地 中央部 の ピツカ一ス硬 さの 8 0 % 以下）

未変態オーステナィ 卜に Z n が固溶 するとべ ィナイ 卜変態が促進 されるた

め、溶融亜鉛め つき層か らの Z n が固溶 した鋼板表層部 のみ に、鋼板 中央部

と比べ ると軟質な相 を生成 させ ることがで きる。 この鋼板表層部 に形成 され

た軟質相 は成形性 に富むため、鋼材の曲げ性 を向上 させ ることがで きる。具

体的には、め っき層 と鋼板 の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 m での鋼板表層

部 の ピツカ一ス硬 さを、鋼板 中央部 の ピツカ一ス硬 さの 8 0 % 以下 とするこ

とで、前記 したような効果 を達成 することがで きる。

[001 9] (鋼板 を構成 する金属組織 の うちマルテ ンサイ 卜およびべ ィナイ 卜を除 く組

織 が面積率 で 5 % 以下）

鋼板 が、 引張強度 （T S ) が 1 1 8 O M P a 以上 とい う特性 を備 えるため

には、 その鋼板 を構成 する金属組織 にマルテ ンサイ 卜を含む必要がある。一

方で、残部 がベ イナイ ト以外の軟質な相 である場合、 マルテ ンサイ 卜との硬

度差 が大 き く曲げ試験時 に相界面で破壊 が生 じるため、十分な曲げ性 を得 る

ことがで きない。 また、 引張強度 が不足する場合 がある。 そのため、 マルテ

ンサイ 卜およびべ ィナイ 卜を除 く組織 が、面積率 で 5 % 以下であることを要

件 とする。

[0020] 本発 明の鋼板 は、更 に以下の要件 を満足することが好 ま しい。

[0021 ] (め っき層 と鋼板 の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 m までの鋼板表層部 に存

在するマルテ ンサイ 卜の平均結晶粒径 が 3 斗 m以下）

鋼板表層部 に、粗大なマルテ ンサイ 卜が存在すると曲げ変形時 に粗大なマ

ルテ ンサイ トの周辺で微小な亀裂 が発生 し、 その結果、 曲げ性 を劣化 させ る



ことがある。そのため、マルテ ンサイ トの平均結晶粒径 は小 さ くすることが

好 ま しい。 このマルテ ンサイ 卜の平均結晶粒径 は 3 m以下 とすることで曲

げ性 を高めることがで きる。

[0022] (化学成分組成）

次 に、本発明の鋼板 における化学成分組成 について説明する。本発明の鋼

板 は、先 に説明 した金属組織等 に関する要件が適切であ っても、化学成分 （

元素）の含有量が適正範囲内になければ、前記 した作用効果 を奏することが

で きない。従 って、本発明の鋼板では、夫々の化学成分の含有量が、以下に

説明する範囲内にあることも併せて要件 とする。 尚、下記の化学成分の含有

量 （％ ) は全て質量％を示す。

[0023] C ：0 . 0 5 〜 0 . 3 0 %

C は、鋼板の強度 に大 きく影響する重要な元素である。その含有量が 0 .

0 5 % 未満では、弓I張強度 ：1 1 8 0 M P a 以上 を確保することがで きな く

なる。 また、 C の含有量が多いほど焼入れ性が向上 し、め っき浴浸漬時の未

変態オーステナィ 卜分率が増加するため、鋼板表層部 に多 くの Z n を固溶 さ

せ ることがで きる。その結果、鋼板の成形性が向上 し、曲げ性 を高めること

がで きる。好 ま しい C の含有量は 0 . 1 % 以上である。一方、 C の含有量が

0 . 3 0 % を超 えると、溶接性が確保で きな くなることか ら、 C の含有量は

0 . 3 0 % を上限 とする。

[0024] S i : 0 . 0 5 〜 3 . 0 %

S i は、鋼板製造過程で生成する炭化物粒子の粗大化 を抑制する作用を有

し、曲げ性の向上 に寄与すると共 に、固溶強化元素 と して鋼板の降伏強度の

上昇 にも寄与する有用な元素である。 また、 3 . 0 % を超 えると鋼板の溶接

性が著 しく低下するため、 S i の含有量は 0 . 0 5 〜 3 . 0 % とする。好 ま

しくは 2 . 5 %以下である。

[0025] M n ：0 . 1 〜 5 . 0 %

M n は、 S i と同様 に、焼戻 し時におけるセメンタイ 卜の粗大化 を抑制す

る作用を有 し、曲げ性の向上 に寄与すると共 に、固溶強化元素 と して鋼板の



降伏強度の上昇にも寄与する有用な元素である。また、焼入れ性を高めるこ

とで、C と同様に表面に軟質な層を形成させることができ、曲げ性を高める

ことができる。M n の含有量が 0 . 1 %未満ではそれらの作用が十分に発揮

されない。一方、M n の含有量が 5 . 0 % を超えると錶造性の劣化を引き起

こす。従って、M n 含有量は0 . 1 〜 5 . 0 % とする。好ましくは0 . 5 〜

3 . 5 %、より好ましくは 1 . 2 〜 2 . 2 %である。

[0026] 以上が本発明で規定する必須の含有元素であって、残部は鉄および不可避

的不純物である。不可避不純物としては P、 S、 N、 A I 等を例示すること

ができる。また、本発明の作用を損なわない範囲で、以下の許容成分を添加

することができる。

[0027] M o ：0 . 0 5 〜 1 . 0 %、C r ：0 . 0 5 〜 1 . 0 %、C u ：0 . 0 5 〜

1 . 0 %、 N i : 0 . 0 5 〜 1 . 0 %、 B ：0 . 0 0 0 2 〜 0 . 0 0 5 0 %

の 1種または 2 種以上

これらの元素は、焼入れ性を高め、めっき浴浸漬時の未変態オーステナィ

卜分率を高めることで、鋼板表層部に多 くのZ n を固溶させ、鋼材の成形性

を高めることができる。各元素とも、上記 した各下限値未満の含有量ではそ

れらの作用を有効に発揮することができず、一方、各上限値を超えると、そ

れらの作用が飽和 して しまう。

[0028] N b ：0 . 0 1 〜 0 . 3 %、 T i : 0 . 0 1 〜 0 . 3 %、 V ：0 . 0 1 〜 0

. 3 %の 1種または 2 種以上

これらの元素は、成形性を劣化させずに強度を改善するのに有用な元素で

ある。各元素とも、 0 . 0 1 %未満の添加では上記のような作用を有効に発

揮 しえず、一方、添加量が多すぎると粗大な炭化物生成により成形性が劣化

する。

[0029] C a ：0 . 0 0 0 5 〜 0 . 0 1 %、M g ：0 . 0 0 0 5 〜 0 . 0 1 %、 R E

M ：0 . 0 0 0 5 〜 0 . 0 1 %の 1種または 2 種以上

これらの元素は、介在物を微細化 し、破壊の起点を減少させることによつ

て成形性を向上させるのに有用な元素である。各元素とも、 0 . 0 0 0 5 %



未満の添加では上記のような作用を有効に発揮 しえず、一方、各元素とも0

. 0 1 % を超える添加では逆に介在物が粗大化 し、成形性が低下する。

[0030] (製造条件）

上記 した要件を満足する本発明の鋼板を製造するためには、以下の製造要

件を満足するようにして、鋼板を製造することが好ましい。

[0031 ] 本発明の鋼板を製造する際の特徴は、スラブの熱間圧延、冷間圧延後の熱

処理にある。そのため、熱間圧延、冷間圧延までの製造方法に関 しては、従

来公知の製造方法を採用することができる。以下、製造上の特徴について説

明する。

[0032] 鋼板をA c 3 点+ 5 0 °C以上 9 3 0 °C以下に加熱後に3 0 s 以上 1 2 0 0

s 以下保持

めっき浴浸漬時における鋼板の未変態ォ一ステナイ ト分率を高めることは

、本発明の表層部にZ n を固溶させた鋼板を製造するために重要な要件であ

る。未変態オーステナイ 卜分率を高めるためには、焼鈍時にオーステナイ 卜

を生成させる必要がある。また、めっき浴浸漬時の組織を未変態オーステナ

イ トとするためには、オーステナイ ト粒径を粗大化させ、冷却時の変態を抑

制することが有効である。更に、鋼板の強度を高めるためには最終組織をマ

ルテンサイ 卜およびべィナイ 卜とする必要があり、焼鈍によリオ一ステナイ

卜単相とする必要がある。そのため焼鈍加熱温度はA c 3 点+ 5 0 °C以上と

する。

[0033] 尚、 A c 3 点は、鋼板の化学成分から、 レス リ一著、 「鉄鋼材料科学」、

幸田成靖訳、丸善株式会社、 1 9 8 5 年、 p . 2 7 3 に記載の下記式 （1 )

A c 3 (°C ) = 9 1 0 - 0 3 [ C ] - 1 5 . 2 [ N i ] + 4 4 . 7 [

S i ] + 1 0 4 [ V ] + 3 1 . 5 [ M o ] - ( 3 0 [ M n ] + 1 1 [ C r ]

+ 0 [ C u ] - 7 0 0 [ P ] - 4 0 0 [ A I ] - 4 0 0 [ T i ] )

( )

を用いて求めることができる。



ここで、上記式 （1 ) 中の [元素記号] は、各元素の含有量 （質量％) を

表す。

[0034] また、焼鈍加熱温度が 9 3 0 °C を超える場合、オーステナイ ト粒径が過度

に粗大化 し、曲げ性が劣化することがある。そのため焼鈍加熱温度の範囲は

、 A c 3 点+ 5 0 °C以上 9 3 0 °C以下とする。尚、 六 〇 3 点+ 5 0 °0 以上 9

3 0 °C以下で保持する時間が、 3 0 s 未満の場合はオーステナイ 卜変態が十

分に進行 しないために、未変態オーステナイ ト分率が十分に得 られず、また

フェライ 卜が最終組織に残存するために引張強度が不足する。 1 2 0 0 s を

超える場合は熱処理コス トが増大 し、生産性が著 しく悪化する。そのため、

保持時間は3 0 s 以上 1 2 0 0 s 以下とする。

[0035] - 4 5 0 °C以上 5 5 0 °C以下まで 1 5 °C s 以上の平均冷却速度で急冷

冷却の工程では、焼鈍時に生成 したオーステナイ 卜を、冷却中にフェライ

卜やべイナイ ト、マルテンサイ トに変態させることなく、未変態オーステナ

イ トとすることが重要である。冷却停止温度を4 5 0 °C以上とすれば、マル

テンサイ ト変態を抑制することができる。また、冷却停止温度が 5 5 0 °C を

超える場合、めっき処理後の表面性状が悪化する。一方、冷却速度が 1 5 °C

s 未満の場合、冷却中にフェライ 卜変態またはべィナイ 卜変態が進行する

ために引張強度の低下を招 くばかりでなく、未変態オーステナイ 卜が著 しく

減少する。また、フェライ 卜が生成 した場合、曲げ変形時にマルテンサイ ト

/ フェライ 卜界面で破壊が生 じ、曲げ性が劣化する。好ましい冷却速度は3

0 °C s 以上である。

[0036] 急冷終了から3 0 s 以内に溶融亜鉛めつき浴へ浸漬

冷却停止後、長時間保持すると、ペイナイ 卜変態またはマルテンサイ 卜変

態が進行するために、めっき浴浸漬時の未変態オーステナイ 卜が減少する。

そのため、急冷終了から3 0 s 以内に溶融亜鉛めつき浴へ浸漬することが必

要となる。好ましくは 1 5 s 以内、より好ましくは 1 0 s 以内である。

[0037] 5 3 0 °C以上 5 7 0 °C以下で 1 0 s 以上 6 0 s 以下の合金化処理

本発明の鋼板を製造するにあたり、合金化処理は必ず しも必要ではないが



、上記 した条件で合金化処理を行うことで、更に曲げ性を高めることができ

る。本発明では、鋼飯表層部にZ n を固溶させることで鋼板表層部のベイナ

イ ト変態を促進 し、曲げ性を高めている。一般に合金化処理は、 4 5 0 °C以

上 6 0 0 °C以下で 6 0 s 以下の時間で行われるが、特に5 3 0 °C以上 5 7 0

°C以下で 1 0 s 以上の保持を行うことで、 Z n が固溶 した鋼板表層部におい

てべイナィ 卜変態を大きく進行させることができ、結果としてマルテンサイ

卜の微細化を達成することができる。合金化処理温度が 5 3 0 °C未満では拡

散速度が十分でなく、一方、 5 7 0 °C を超えると変態の駆動力が不足するた

め、前記温度範囲外ではZ n が固溶 した鋼板表層部においてもペイナイ 卜変

態は十分に進行せず、マルテ ンサイ 卜が微細化 しない。処理時間が、 1 O s

未満では鋼板表層部でのペイナイ 卜変態がマルテンサイ 卜の微細化に十分で

はなく、 6 0 s を超えると鋼板内部でも過度にペイナイ 卜変態が進行 し引張

強度が低下する。

[0038] 室温まで 1 0 °C s 以上 3 0 °C s 以下の平均冷却速度で冷却

平均冷却速度が 1 0 °C s 未満であると、軟質なペイナイ 卜またはフェラ

ィ 卜が過度に生成 し、引張強度 1 1 8 O M P a 以上を満足できない。また、

平均冷却速度が 3 0 °C s を超えると、 Z n が固溶 した鋼板表層部において

も過度にマルテ ンサイ 卜が生成 し、鋼板表層部を十分に軟質化することがで

きない。

実施例

[0039] 以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はもとよ

り下記実施例によって制限を受けるものではなく、本発明の趣旨に適合 し得

る範囲で適宜変更を加えて実施することも可能であり、それらは何れも本発

明の技術的範囲に含まれる。

[0040] 表 1 に示すA 〜 K の各成分組成を有する鋼を溶製 し、厚さ 1 2 0 m mのィ

ンゴッ卜を作製 し、このインゴットを用いて熱間圧延を行い、厚さ2 . 8 m

m とした。これを酸洗 した後、厚さ 1 . 4 m mになるまで冷間圧延 して供試

材とし、表 2 に示す各条件で供試材に熱処理およびめつき処理を施 した。



[0041 ] 得 られた各鋼板 （供試材）を用いて、め っき層 と鋼板の界面か ら母地深 さ

方向に 5 m以上の鋼板表層部 における Z n の固溶量 （鋼板の Z n の固溶量

) 、め っき層 と鋼板の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 mでの鋼板表層部 と、

鋼板中央部 における夫々の ピツカ一ス硬 さ （ピツカ一ス硬 さ）、マルテンサ

ィ 卜十べィナイ 卜と、その他の相の夫々の面積率 （各相の面積率）、め っき

層 と鋼板の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 m までの鋼板表層部 に存在するマ

ルテンサイ 卜の平均結晶粒径 （鋼板表層部のマルテンサイ 卜の平均結晶粒径

) を測定により求めた。 また、引張強度 （T S ) 、限界曲げ半径 （R ) につ

いても測定 した。 これ らの測定方法については以下に示す。

[0042] (鋼板の Z n の固溶量）

まず、供試材 となる各鋼板 を鏡面研磨 した。続いて、 E P M A (電子線マ

イク口アナライザ）により、め っき層 と鋼板の界面か ら母地深 さ方向に 5

mの鋼板表層部 における Z n の固溶量、鋼板中央部 （板厚中央部）における

Z n の固溶量を、夫々 1 0 点毎 に測定 し平均値 を求めた。尚、参照データと

しては純 Z n を用いた。め っき層 と鋼板の界面か ら母地深 さ方向に 5 斗mの

鋼板表層部 における Z n の固溶量の平均値か ら、母地中央部 （板厚中央部）

における Z n の固溶量の平均値 を差 し引いた値が、め っき層 と鋼板の界面か

ら母地深 さ方向に 5 m以上の鋼板表層部 における Z n の固溶量であると判

断 した。

[0043] ( ピツカ一ス硬 さ）

まず、供試材 となる各鋼板 を鏡面研磨 し、荷重 2 5 g (試験力 ：0 . 2 4

5 N ) の ピツカ一ス試験機 により、め っき層 と鋼板の界面か ら母地深 さ方向

に 1 5 mでの鋼板表層部 と、鋼板中央部 （板厚 1 / 2 部）における夫々の

部位において、 5 点測定を行 って平均値 を算出 し、前記夫々の部位での ビッ

カース硬 さを求めた。

[0044] (各相の面積率）

各相の面積率 については、供試材 となる各鋼板 を鏡面研磨 し、その表面を

3 %ナイタール液で腐食 して金属組織 を顕出させた後、光学顕微鏡 を用いて



板厚 1 2 部の組織を観察 し、白く観察される領域の内、ラス状部分をマル

テンサイ 卜またはべィナイ 卜、ポ リゴナルな部分をフェライ 卜とし、茶褐色

にみえる領域をマルテンサイ トとして定義 した。尚、残留オーステナイ トも

マルテンサイ 卜との混成組織として存在する可能性があるが、本発明におい

て生成すると考えられる残留オーステナイ 卜は極少量であり、特性に影響 し

ないと考えられることから、マルテンサイ トと区別 していない。これらの結

果から、マルテンサイ 卜十べィナイ 卜の面積率、その他の相の面積率を求め

た。

[0045] (鋼板表層部のマルテ ンサイ 卜の平均結晶粒径）

めっき層と鋼板の界面から母地深さ方向に 1 5 mまでの鋼板表層部に存

在するマルテ ンサイ 卜の平均結晶粒径については、供試材となる各鋼板を鏡

面研磨 し、その表面をナイタール液で腐食 して金属組織を顕出させた後、め

つき層と鋼板の界面から母地深さ方向に 1 5 mまでの鋼板表層部を、概略

4 O m X 1 5 斗m領域 1視野について倍率 2 0 0 0 倍の走査型電子顕微鏡

( S E M ) 像を観察 し、灰色に観察される部分をマルテ ンサイ 卜と定義 して

、 J I S G 0 5 5 1 に記載の方法で、マルテ ンサイ 卜の結晶粒度を測定

し、粒度番号から平均結晶粒径を算出した。

[0046] (引張強度）

供試材となる各鋼板を用い、圧延方向と直角方向に長軸をとつて」 I S

Z 2 2 0 1 に記載の 5 号試験片を作製 し、 J I S Z 2 2 4 1 に従って

測定を行うことで引張強度 （T S ) を求めた。

[0047] (限界曲げ半径）

供試材となる各鋼板を用い、圧延方向と直角方向に長軸をとつて幅 3 0 m

m X 長さ3 5 m mの試験片を作成 し、 J I S Z 2 2 4 8 に準拠 したV プ

ロック法で曲げ試験を行い、その時の曲げ半径を0 〜 5 m mまで種々変化さ

せ、材料が破断せずに曲げ加工ができる最小の曲げ半径を求め、これを限界

曲げ半径 （R ) とした。本実施例では、得 られた限界曲げ半径 （R ) と鋼板

の板厚 （t ) からR t を算出した。



[0048] 測定結果を表 3 に示す。本実施例では、引張強度 （T S ) が 1 1 8 0 M P

a 以上であり、且つ、限界曲げ半径 （R) と鋼板の板厚 （t ) から求めたR

t が 1 . 5 以下のものを、〇で合格、引張強度 （T S ) が 1 1 8 0 M P a

以上であり、且つ、限界曲げ半径 （R) と鋼板の板厚 （t ) から求めたR

t が 1 . 0 以下のものを、◎ で合格とし、強度—曲げ性バランスに優れた溶

融亜鉛めつき鋼板もしくは合金化溶融亜鉛めつき鋼板であると判定した。_

方、引張強度 （T S ) が 1 1 8 0 M P a 未満、および/ または、限界曲げ半

径 （R) と鋼板の板厚 （t ) から求めたR t が 1 . 5 超のものを、X で不

合格と判定した。尚、表 ！〜3 の各項目に下線を付 したものは、本発明の要

件、推奨する製造条件、特性等を満足 していないことを示す。

[0049]



ほ 1]



[ 表 2]

表 2



表 3

o . 1 3 1 2 2 1 は、全て本発明の要件 を満足する発明例であ り

、引張強度 （T S ) が 1 1 8 O M P a 以上であ り、且つ限界曲げ半径 （R )

と鋼板の板厚 （t ) か ら求めた R t が 1 . 5 以下で〇、或いは、引張強度

( T S ) が 1 1 8 0 M P a 以上であ り 且つ限界曲げ半径 （R ) と鋼板の板



厚 （t ) から求めたR t が 1 . 0 以下で◎ 、という結果を得ることができ

た。これらは全て強度—曲げ性バランスに優れた溶融亜鉛めつき鋼板もしく

は合金化溶融亜鉛めつき鋼板であるということができる。

[0053] これらの中でも、 N o . 3 、 1 5 、 1 9 、 2 1 は、めっき層と鋼板の界面

から母地深さ方向に 1 5 斗mまでの鋼板表層部に存在するマルテンサイ 卜の

平均結晶粒径が3 m以下という要件も満足 しており、引張強度 （T S ) が

1 1 8 OM P a 以上であり、且つ限界曲げ半径 （R) と鋼板の板厚 （t ) か

ら求めたR t が 1 . 0 以下で◎ という特に優れた結果を得ることができた

[0054] これに対 し、 N o . 4 〜 1 1 は、本発明の要件のうちいずれかの要件を満

足 しない比較例であり、引張強度 （T S ) が 1 1 8 0 M P a 未満、および/

または、限界曲げ半径 （R) と鋼板の板厚 （t ) から求めたR t が 1 . 5

超でありX という結果であつた。

[0055] 本発明を詳細にまた特定の実施態様を参照 して説明したが、本発明の精神

と範囲を逸脱することなく様々な変更や修正を加えることができることは当

業者にとって明らかである。

本出願は、 2 0 1 3 年 5 月8 日出願の日本特許出願 （特願 2 0 1 3 - 0 9

8 5 0 0 ) 、 2 0 1 4 年 3 月5 日出願の日本特許出願 （特願 2 0 1 4 - 0 4

3 0 2 0 ) に基づくものであり、その内容はここに参照として取り込まれる

産業上の利用可能性

[0056] 本発明の溶融亜鉛めつき鋼板もしくは合金化溶融亜鉛めつき鋼板は、強度

—曲げ性バランスに優れ、自動車部品等に有用である。



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 鋼板の表面 に、亜鉛 または亜鉛合金か らなるめ っき層 を形成 した溶

融亜鉛め つき鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板 において、

質量％で、 C : 0 . 0 5 〜 0 . 3 0 % 、 S i : 0 . 0 5 〜 3 . 0 %

、 M n ：0 . 1 〜 5 . 0 % 、並び にめ つき層か らの固溶 Z n を含有 し

、残部が鉄 および不可避的不純物か らなる成分組成 を有 し、

0 . 質量％以上の Z n が固溶 している領域が、め っき層 と鋼板の

界面か ら母地深 さ方向に 5 m以上存在 し、

め っき層 と鋼板の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 m での鋼板表層部

の ピツカ一ス硬 さが、鋼板 中央部の ピツカ一ス硬 さの 8 0 % 以下であ

り、

且つ、前記鋼板 を構成する金属組織の うちマルテ ンサイ 卜およびべ

イナイ トを除 く組織が面積率で 5 % 以下であることを特徴 とする引張

強度が 1 1 8 0 M P a 以上の強度 —曲げ性バ ランスに優れた溶融亜鉛

め っき鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板。

[ 請求項2] 更 に、下記 （a ) 〜 （c ) の少な くとも 1 つを含む ことを特徴 とす

る請求項 1 記載の強度 一曲げ性バ ランスに優れた溶融亜鉛め つき鋼板

も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板。

( a ) 質量％で、 M o : 0 . 0 5 〜 1 . 0 % 、 C r ：0 . 0 5 〜 1 .

0 % 、 C u ：0 . 0 5 〜 1 . 0 % 、 N i : 0 . 0 5 〜 1 . 0 % 、 B ：

0 . 0 0 0 2 〜 0 . 0 0 5 0 % の 1 種 または 2 種以上

( b ) 質量％で、 N b : 0 . 0 1 〜 0 . 3 % 、 T i ：0 . 0 1 〜 0 .

3 % 、 V ：0 . 0 1 〜 0 . 3 % の 1 種 または 2 種以上

( c ) 質量％で、 C a : 0 . 0 0 0 5 〜 0 . 0 1 % 、 M g ：0 . 0 0

0 5 〜 0 . 0 1 % 、 R E M : 0 . 0 0 0 5 〜 0 . 0 1 % の 1 種 または

種以上

[ 請求項3] め っき層 と鋼板の界面か ら母地深 さ方向に 1 5 m までの鋼板表層

部 に存在するマルテ ンサイ 卜の平均結晶粒径が、 3 m 以下である請



求項 1 または 2 記載の強度 —曲げ性バ ラ ンス に優れた溶融亜鉛め つき

鋼板 も しくは合金化溶融亜鉛め つき鋼板。
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